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＜事業報告＞

当社グループの現況に関する事項

事業の経過及び成果
当連結会計年度の世界経済につきましては、中東の地政学的緊張の高まりに伴うエネルギー価格の上
昇などを背景に、当年度末にかけては欧米諸国では物価上昇の兆しがみられるなど、今後のマクロ経済
動向に注視が必要な状況となりましたが、景気は総じて底堅く推移しました。
当社グループが参画しておりますエレクトロニクス産業におきましては、データセンター向けAIサー
バーの需要拡大が半導体市場全体の成長を牽引しました。
このような状況のもと、半導体製造装置市場は前年度と比べ中国における設備投資は一服感が見られ
た一方、生成AI用途の半導体向け設備投資が顕著に伸長しました。
情報通信技術の進展に伴うデータ社会への移行、生産性向上や新たな価値の創出に向けたAIの進化、
そして脱炭素社会の実現に向けた取り組みを背景に、半導体の役割とその技術革新の重要性が高まると
ともに、半導体製造装置市場も中長期的にさらなる成長が期待されております。
この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は2兆4,435億3千3百万円（前連結会計年度比0.5％
増）、営業利益は6,249億3千6百万円（前連結会計年度比10.４％減）、経常利益は6,303億3千8百万円
（前連結会計年度比10.9％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は5,744億5千4百万円（前連結会計
年度比5.6％増）となりました。

主要な事業内容
当社グループは、エレクトロニクス技術を利用した半導体製造装置の開発・製造・販売・保守サービ

スを事業の中心としております。

当社グループの財産及び損益の状況の推移

区分
第60期

2022
2023

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

第61期
2023
2024

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

第62期
2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

第63期
2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで

売上高 （百万円） 2,209,025 1,830,527 2,431,568 2,443,533

営業利益 （百万円） 617,723 456,263 697,319 624,936

営業利益率 （％） 28.0 24.9 28.7 25.6

経常利益 （百万円） 625,185 463,185 707,727 630,338
親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 471,584 363,963 544,133 574,454

1株当たり当期純利益 （円） 1,007.82 783.75 1,182.40 1,254.57

総資産 （百万円） 2,311,594 2,456,462 2,625,981 2,860,997

純資産 （百万円） 1,599,524 1,760,180 1,855,209 2,069,996

ROE（自己資本利益率） （％） 32.3 21.8 30.3 29.6
（注）当社は、2023年4月1日付で普通株式1株を3株に株式分割しており、第60期の期首に当該株式分割がおこなわれたと仮定して「1株当た

り当期純利益」を算定しております。
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従業員の状況（2026年3月31日現在）
❶ 当社グループの従業員数

従業員数 前連結会計年度末比

20,236名 663名増
（注）従業員数は、当社及び連結子会社の就業人員数を表示しております。

❷ 当社の従業員数
従業員数 前事業年度末比 平均年齢 平均勤続年数

2,309名 85名増 43.1歳 14.7年
（注）従業員数は、当社の就業人員数を表示しております。

主要な借入先（2026年3月31日現在）
該当事項はありません。

主要な事業所（2026年3月31日現在）
❶ 当社

名称 所在地

本社 東京都

府中テクノロジーセンター 東京都

大阪支社 大阪府

九州支社 熊本県

山梨事業所 山梨県

TEL デジタル デザイン スクエア 北海道

みなとみらい事業所 神奈川県

❷ 子会社
主要な子会社及びその事業所所在地については、当社ウェブサイト及び東京証券取引所ウェブサイト

に掲載しております「第63期定時株主総会招集ご通知」の「事業報告 1. 当社グループの現況に関す
る事項 ③重要な子会社の状況」をご参照ください。
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金融機関・
証券会社

184,171,000株
（39.05％）

外国法人等
224,252,822株
（47.55％）

■ 所有者別株式分布状況

自己株式
15,474,275株
（3.28％）

その他の法人
18,785,363株
（3.98％）

個人その他
28,949,273株
（6.14％）

会社の株式に関する事項（2026年3月31日現在）

発行可能株式総数 900,000,000株

発行済株式の総数 471,632,733株

株主数 114,525名

大株主の状況
株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 111,481 24.43

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 46,224 10.13

株式会社ＴＢＳホールディングス 15,112 3.31

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A. LONDONSECS LENDING OMNIBUS ACCOUNT 14,891 3.26

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 11,569 2.53

HSBC HONG KONG-TREASURY SERVICES A/C ASIAN EQUITIES DERIVATIVES 7,408 1.62

GOVERNMENT OF NORWAY 6,738 1.47

JP MORGAN CHASE BANK 385781 6,644 1.45

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY JASDEC 6,418 1.40

JP MORGAN CHASE BANK 385642 5,678 1.24
（注）1. 持株比率は、自己株式（15,474千株）を控除して算出しております。なお、自己株式には、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）

信託口及び株式付与ESOP（Employee Stock Ownership Plan）信託口が所有する当社株式（1,308千株）を含めておりません。
2. 以下の大量保有報告書（変更報告書を含む）が公衆の縦覧に供されておりますが、当社として2026年3月31日現在の実質保有状況の

確認ができない部分については、上記表に含めておりません。なお、当社は、2023年4月1日付で普通株式1株を3株に株式分割して
おります。

大量保有者 提出書類 提出日 保有株式数（千株）・保有割合
キャピタル・リサーチ・アンド・
マネージメント・カンパニー 他2社 変更報告書 2022年11月22日 2022年11月15日現在 6,813（4.33%）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 他
2社 変更報告書 2024年９月17日 2024年９月９日現在 22,746（4.82%）

三井住友トラスト・アセットマネ
ジメント株式会社 他1社 変更報告書 2025年９月19日 2025年９月15日現在 35,593（7.55%）

ブラックロック・ジャパン株式会
社 他12社 変更報告書 2026年３月４日 2026年２月27日現在 39,473（8.37%）

― 3 ―

2026年05月20日 16時40分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



当事業年度中に当社役員に職務執行の対価として交付した株式の状況
当事業年度中に役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託口から役員に交付した株式の状況は以下

のとおりです。
役員区分 交付株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 3,535株 3名

社外取締役 1,362株 2名

自己株式に関する重要な事項
❶ 自己株式の取得
2026年2月6日開催の取締役会における決議により、以下のとおり自己株式を取得いたしました。
取得した株式の種類及び数 当社普通株式 3,620,400株
取得価額の総額 149,997,446,000円
取得した期間 2026年2月9日から2026年3月9日まで

❷ 自己株式の消却
2026年3月27日開催の取締役会における決議により、以下のとおり自己株式を消却いたしました。
消却した株式の種類及び数 当社普通株式 3,600,000株
消却日 2026年4月30日
消却後の発行済株式の総数 468,032,733株

その他株式に関する重要な事項
❶ 当社は、当社及び国内外のグループ会社の取締役（社外取締役を除く）、コーポレートオフィサー
を対象とする中期インセンティブ及び社外取締役を対象とする非業績連動報酬を目的とした役員報酬
BIP（Board Incentive Plan）信託制度を導入しております。
2026年3月31日現在、役員報酬BIP信託口が所有する当社株式は164,100株であります。

❷ 当社は、当社及び国内外のグループ会社の執行役員及び幹部・中堅社員を対象とする中期インセン
ティブを目的とした株式付与ESOP（Employee Stock Ownership Plan）信託制度を導入してお
ります。
2026年3月31日現在、株式付与ESOP信託口が所有する当社株式は1,144,666株であります。

― 4 ―

2026年05月20日 16時40分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



会社の新株予約権等に関する事項

当事業年度末日において当社役員が保有する職務執行の対価として交付した新株予約権等の状況

区分 割当日 割当個数
当事業年度末日残高 目的となる

株 式 の
種類及び数

（注）2

行使時の
払込金額

行使期間
（注）3うち取締役（社外取締役

を除く）の保有状況
うち社外取締役
の保有状況

うち監査役の
保有状況（注）1

第13回新株予約権 2017年6月21日 1,447個 91個 7個（1名） ― 12個（1名）当社普通株式
27,300株

1株当たり
1円

2020年7月1日から
2037年5月29日まで

第14回新株予約権 2018年6月20日 2,199個 204個 0個（0名） ― 18個（1名）当社普通株式
61,200株

2021年7月1日から
2038年5月31日まで

第15回新株予約権 2019年6月19日 3,604個 611個 0個（0名） ― 25個（1名）当社普通株式
183,300株

2022年7月1日から
2039年5月31日まで

第16回新株予約権 2020年6月24日 1,308個 316個 0個（0名） ― 10個（1名）当社普通株式
94,800株

2023年7月3日から
2040年5月31日まで

第17回新株予約権 2021年6月18日 700個 160個 0個（0名） ― 13個（2名）当社普通株式
48,000株

2024年7月1日から
2041年5月31日まで

第18回新株予約権 2022年6月22日 770個 174個 0個（0名） ― 11個（2名）当社普通株式
52,200株

2025年7月1日から
2042年5月30日まで

第19回新株予約権 2023年6月21日 2,060個 2,060個 491個（2名） ― 25個（2名）当社普通株式
206,000株

2026年7月1日から
2043年5月29日まで

第20回新株予約権 2024年6月19日 1,608個 1,608個 395個（2名） ― 9個（1名）当社普通株式
160,800株

2027年7月1日から
2044年5月31日まで

第21回新株予約権 2025年7月15日 1,964個 1,964個 607個（2名） ― ― 当社普通株式
196,400株

2028年7月18日から
2045年6月30日まで

第22回新株予約権 2025年7月15日 697個 697個 121個（2名） ― ― 当社普通株式
69,700株

2028年7月18日から
2045年6月30日まで

第23回新株予約権 2025年7月15日 3,919個 3,919個 1,494個（3名） ― ― 当社普通株式
391,900株

2028年7月18日から
2045年6月30日まで

第24回新株予約権 2025年7月15日 1,244個 1,244個 230個（3名） ― ― 当社普通株式
124,400株

2028年7月18日から
2045年6月30日まで

（注）1. 監査役が保有する新株予約権は、監査役就任前の職務執行の対価として付与されたものであります。
2. 当社は、2023年4月1日付で普通株式1株を3株に株式分割しております。なお、割当日が2023年4月1日より前の新株予約権に係る

目的となる株式の数については、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。
3. 米国での納税者は各行使期間の開始日のみ権利行使可能としております。

当事業年度中に交付した新株予約権のうち当社使用人等に職務執行の対価として交付した新株予約権等
の状況

区分 割当日 割当個数
目的となる
株 式 の
種類及び数

行使時の
払込金額 行使期間（注）

うち当社使用人等に
対 す る 割 当 個 数

うち当社子会社の役員及び
使用人に対する割当個数

第21回新株予約権 2025年7月15日 1,964個 860個（41名） 497個（67名）当社普通株式
196,400株

1株当たり
1円

2028年7月18日から
2045年6月30日まで

第22回新株予約権 2025年7月15日 697個 285個（41名） 291個（67名）当社普通株式
69,700株

2028年7月18日から
2045年6月30日まで

第23回新株予約権 2025年7月15日 3,919個 1,538個（44名） 887個（67名）当社普通株式
391,900株

2028年7月18日から
2045年6月30日まで

第24回新株予約権 2025年7月15日 1,244個 512個（44名） 502個（67名）当社普通株式
124,400株

2028年7月18日から
2045年6月30日まで

（注）米国での納税者は各行使期間の開始日のみ権利行使可能としております。
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会計監査人の状況

会計監査人の名称
有限責任 あずさ監査法人

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区分
当事業年度

監査証明業務に基づく報酬（百万円）（注）1 非監査業務に基づく報酬（百万円）（注）2

当社 224 8

当社子会社 55 ―

計 280 8
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額等を区分しておら

ず、実質的にも区分できないため、上表の監査証明業務に基づく報酬の金額にはこれらの合計額を記載しております。
2. 当社は、会計監査人に対し、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務として、サステナビリティ開示に関する支援業務についての

対価8百万円を支払っております。
3. 当社の重要な子会社のうち、次の各社は当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の監査を受けております。

Tokyo Electron America, Inc. Tokyo Electron Europe Ltd. Tokyo Electron Korea Ltd.
Tokyo Electron Taiwan Ltd. Tokyo Electron (Shanghai) Ltd. Tokyo Electron Singapore Pte. Ltd.

会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
監査役会は、監査計画の内容、従前の監査実績、報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結

果、会計監査人の報酬等の額は妥当であると判断し、会社法第399条第1項の同意をおこなっておりま
す。

会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当する場合、監査役全員の同意
により会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、監査役会は上記の場合のほか、会計監査人の適正な監査の遂行が困難であると認められる場

合、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。取締役会
は、監査役会の当該決定に基づき、会計監査人の解任又は不再任にかかる議案を株主総会に提出いたし
ます。
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会社の体制及び方針

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する
ための体制及びその運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の基本方針及び運用状況の概要は次のとおりであります。
Ⅰ 当社グループ（以下、TELグループという）における取締役、コーポレートオフィサー、執行役員（以下、取締役

等という）及び従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1. 企業倫理と法令等遵守（コンプライアンス）体制
① TELグループの取締役等及び従業員には、法令・定款・各種規程類等を遵守する（コンプライアンスの実践）
とともに高い倫理観をもって行動することが求められる。

② TELグループの取締役等及び従業員は、『東京エレクトロングループ倫理基準』を行動規範とし、『コンプライ
アンス規程』をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規程類に基づき、これを実践しなければならな
い。

③ 企業倫理の徹底を図るために設置する倫理委員会、及び法令遵守の取り組みに関する活動を担当する執行役員
は、定期的に当社取締役会及び監査役に報告するものとする。

④ 市民社会の秩序・安全ならびに企業活動を阻害するおそれのある反社会的勢力とは一切関係を持たないことと
し、不当な要求等に対しては断固としてこれを拒絶する。

2. 内部通報制度
法令及び企業倫理上疑義のある行為などについて、TELグループの取締役等及び従業員が直接情報提供を行う手段
として設置した内部通報制度（TELグループ倫理・コンプライアンスホットライン）の維持・運営を図る。通報に
あたっては、守秘及び匿名性を確保するとともに、通報したことを理由とする不利益な取扱いを禁止する。

3. 財務報告の適正性及び信頼性の確保体制
TELグループの財務報告の適正性及び信頼性を確保するための体制を構築し、その体制の整備・運用状況の有効性
評価を定期的に行う。

4. 内部監査
代表取締役社長の直轄組織として設置するTELグループの内部監査部門（以下、内部監査部門という）は、公正か
つ独立の立場から経営諸活動の執行状況等の評価・意見表明等を行う。内部監査の対象範囲は、原則としてグル
ープ組織のすべての業務活動を網羅することとし、また、リスク・マネジメント、コントロール、ガバナンス・
プロセスについての監査業務または診断業務も含むものとする。

5. 監査役監査
監査役は、TELグループの取締役等の職務執行の監査を行うにあたり、法令・定款に違反する行為があったとき、
又はするおそれがあると認めた時は、取締役等に対する助言・勧告及び取締役会への報告など、必要な措置を講
じる。
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（運用状況の概要）
1. 企業倫理と法令等遵守（コンプライアンス）体制
・当社では、グローバル企業として求められるコンプライアンスプログラムを効果的に推進するため、チーフ・
コンプライアンス・オフィサー（CCO）及び専任部署を設置しております。

・『東京エレクトロングループ倫理基準』及び『コンプライアンス規程』に基づき、コンプライアンスの重要性に
ついて周知・徹底を図っております。

・コンプライアンス関連教育につきましては、テーマに応じて階層別、又は全員必修としており、企業倫理・コ
ンプライアンス、贈収賄防止、取適法、貿易コンプライアンス、情報セキュリティ、営業秘密保護、個人情報
保護、ビジネスと人権、行政への許認可手続の申請等のテーマを取り挙げております。また、国内グループ各
社の管理職に対してコンプライアンスにおける管理職の役割について教育を実施し、各組織の心理的安全性の
向上とコンプライアンス行動の実践につなげております。

・TELグループにおけるコンプライアンスリスクを定期的にレビューし、必要な施策を実施しております。
・主要な海外現地法人におきましては、コンプライアンス担当責任者としてリージョナル・コンプライアンス・
ヘッド（RCH）を選任し、CCOに職制上直接報告する体制を構築しております。また、CCOとRCHとの間で
コンプライアンスに関する問題の把握・対応状況を毎月確認することによって、コンプライアンス施策の推進
につなげております。

2. 内部通報制度
守秘・匿名性の確保、通報したことを理由とする不利益取扱い（報復行為）の禁止を徹底した内部通報制度を確
立しております。また、コンプライアンス違反行為に関与した従業員等が自ら通報・相談を行った場合に、懲戒
処分を減免することができる制度により、積極的な情報提供を促し、問題の早期発見・解決につなげております。

3. 財務報告の適正性及び信頼性の確保体制
金融商品取引法及び関係法令に基づいた全社的な内部統制及び業務プロセスに係る内部統制等を整備し運用して
おります。整備・運用状況につきましては別途定めた基準等に基づき毎期評価・監査を実施しており、改善が必
要な場合は適時に対応することで、内部統制の有効性向上を図っております。なお、当社監査役、国内グループ
会社監査役、内部監査部門である監査センターと会計監査人との間で、定期的若しくは随時に、情報交換・意見
交換を行う体制とし、効率的・効果的な監査となるよう連携しております。

4. 内部監査
・内部監査に関しましては、代表取締役社長の直轄組織として監査センターを設置し、監査機能の拡充を図って
おります。また、内部監査の継続的な改善に向けて、外部専門家による品質評価の結果も踏まえ、実務面での
さらなる改善を進めるとともに、グループガバナンス強化の中、グローバルでの内部監査の高度化に取り組ん
でおります。

・監査センターは、『内部監査規程』に基づき年次監査実施計画を立案し、TELグループの国内・海外拠点に対し
て監査を実施しており、監査結果等については、隔月で経営層に対して報告するとともに、当社常勤監査役及
び国内グループ会社監査役に対しても報告しております。また、取締役会に対しても報告しております。

5. 監査役監査
監査役は、監査役会が定めた監査計画に従い、取締役等の職務執行について、法令・定款への適合状況、内部統
制の整備・運用状況、会計処理の適切性等について監査を実施しており、必要に応じて取締役等に対する助言・
勧告及び取締役会へ報告しております。

Ⅱ TELグループの取締役等の職務の執行に係る情報の保存、管理及び報告に関する体制
TELグループ各社の取締役は、各社定款及び取締役会規程等に従い取締役会議事録を作成して保管する。
この他、取締役等の職務執行に係る重要情報については『文書管理規程』に従い文書又は電磁的媒体に記録し、保
存するとともに、これらの文書等が速やかに閲覧できる状態を維持するものとする。
また、グループ各社の経営に関する重要な情報については、『関係会社管理規程』に従い、当社への定期的な報告を
義務付ける。

（運用状況の概要）
・株主総会議事録、取締役会議事録、その他取締役等の職務執行に係る重要情報は『文書管理規程』に基づき適
切に保管、管理しております。

・『関係会社管理規程』に基づき、グループ各社の経営に関する重要な情報について、定期的及び随時報告を受け
るとともに、業務執行に係る重要事項については当社と事前協議の上、決定しております。
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Ⅲ TELグループの損失の危険の管理（リスクマネジメント）に関する規程その他の体制
①『リスク管理規程』において、TELグループ全体で管理すべきリスクを類型化し、リスク分類毎の責任部署を定
め、リスク管理体制を明確化するとともに、リスク管理活動の円滑かつ適正な運営を図る。また、グループ各社
はグループ全体の方針に従い、各社におけるリスク管理活動を行う。

② 前項のリスク分類毎に定める責任部署はTELグループにおける各リスクの管理体制の有効性について定期的なレ
ビューを実施する。

③ リスクマネジメント委員会を設置し、TELグループ全体のリスク評価及び対策状況のレビュー、リスク管理活動
の定期的なモニタリング等を実施し、リスクマネジメント活動の推進を図る。

④ 自然災害をはじめとする緊急事態発生時において、速やかに事業を復旧し、事業の継続を確保するための態勢整
備を継続推進する。

⑤ 担当取締役、担当コーポレートオフィサー、担当執行役員又は担当部署は重要リスク等に関する管理体制の運営
状況ならびに対応策を定期的に当社取締役会へ報告する。

（運用状況の概要）
・『リスク管理規程』及び『クライシスマネジメント規程』を制定し、TELグループを取り巻くリスクの評価・分
析を行っております。TELグループを取り巻く重要なリスク項目を定期的にレビューし、必要な施策を推進する
とともに、リスク管理活動の状況を定期的に取締役会及び監査役に報告し、リスク低減に努めております。

・リスクマネジメント委員会において、ディビジョンオフィサーやグループ会社社長等の各リスク領域における
リスクオーナー主導のもと、リスク項目を抽出し継続的にモニタリングを実施するなど、自律性があり、実効
性の高いリスクマネジメントの実践に努めております。

・TELグループでは、執行側の委員会の一つとして設置している情報セキュリティ委員会において、グループ各社
を含めた情報セキュリティ管理体制の強化を図るとともに、内部監査や外部専門機関によるアセスメント等の
活動を通じて、情報セキュリティ対策の強化に努めております。

・TELグループでは、自然災害をはじめとする緊急事態発生時における事業継続計画を策定しており、建屋・設備
の地震対策、生産の平準化、情報システムのバックアップ体制整備やサプライチェーンの可視化、重要部品の
マルチソース化、適正在庫の確保等、各拠点における早期復旧、代替生産等に向けた対策の見直しに継続的に
取り組んでおります。

Ⅳ TELグループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1. 当社のコーポレートガバナンス体制
① 当社取締役会は、経営の執行方針、法令で定められた事項などグループ経営の重要事項を決定するとともに、
TELグループ全体の業務執行状況を監督する。

② 当社は取締役会の意思決定の有効性を客観的に確保する観点から、（独立）社外取締役の招聘に取り組むもの
とする。

③ 当社取締役会は、取締役会決議によって、代表取締役、業務執行取締役、コーポレートオフィサー及び執行役
員に業務の執行を行わせる。

④ 当社は『取締役会規程』、『コーポレートオフィサーズ・ミーティング規程』、『職務権限規程』、『決裁基準に関
する規程』により、権限及び意思決定に関する基準を定め、グループ会社にこれらに準拠した体制を構築させ
る。

2. グループ各社のコーポレートガバナンス体制
所在国及び地域の法令、グループ各社の定款及び取締役会規程等に則り、当該各社の取締役等の職務執行の実効
性を確保するための体制を整備・運用する。

（運用状況の概要）
・取締役会は、グループ経営の重要事項を決定するとともに、代表取締役、CEO、コーポレートオフィサー及び
執行役員を選任し、所管業務の執行を行わせております。

・執行側の最高意思決定機関であるコーポレートオフィサーズ・ミーティングを設置し、取締役会から権限委譲
した事項をはじめ執行側の重要事項について、迅速な意思決定と機動的な業務執行を推進しております。

・取締役会は、CEOを含む業務執行取締役の業務執行状況やコーポレートオフィサーズ・ミーティングの審議状
況について、定期的に報告を受け、TELグループ全体の業務執行状況を監督しております。

・当社役員等のグループ各社役員兼任や、当社が定めた決裁基準に則った意思決定体制の構築、会社戦略の推進
機関としてのCSS（Corporate Senior Staff）設置等、グループ各社の業務執行の実効性確保に取り組んでお
ります。
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Ⅴ 企業集団としての業務の適正を確保するための体制
1. グループ会社管理・報告体制
TELグループの企業集団としての業務の適正と有効性を確保するために必要となるグループ全体に適用すべき規程
類を整備するとともに、グループ各社の適正な業務運用のために必要となる各社の規程類を整備・運用させる。
また、グループ各社は定期的に各業務毎に当該運営状況を当社の担当部門に報告するものとする。

2. グループ会社の監査体制
① 内部監査部門は、企業集団の業務における適正性の確保状況について、業務の法令及び定款への適合性や、有
効性及び効率性の観点からグループ会社の監査を行う。

② 当社の監査役は、TELグループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行えるようグループ会社の監査役との連
携体制を構築する。

（運用状況の概要）
・グループ会社の重要な意思決定につきましては、当社『取締役会規程』、『コーポレートオフィサーズ・ミーテ
ィング規程』及び『決裁基準に関する規程』に基づき、当社の承認を得ることとしております。

・『関係会社管理規程』に基づき、当社の承認を必要とする事項に加え、当社への報告事項についても明確化し、
グループ各社から定期的及び随時報告を受けております。

・監査センターは、『内部監査規程』に基づき年次監査実施計画を立案し、TELグループの国内・海外拠点に対し
て監査を実施しております。

・当社常勤監査役は、企業集団における健全性維持の重要性に鑑み、主要なグループ各社の監査役を兼任してお
り、国内グループ会社監査役と連携のうえ、監査の有効性向上に取り組んでおります。

・当社監査役と国内グループ会社監査役が開催しているグループ監査役連絡会に、監査センター長、チーフ・コ
ンプライアンス・オフィサー、法務コンプライアンスユニットGM及びその他関連部署長が参加し、情報共有及
び意見交換を行うことにより、グループガバナンスの強化を図っております。

Ⅵ 監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、監査役スタッフという）を置くことを求めた場合における当該監
査役スタッフに関する事項及び監査役スタッフの取締役からの独立性及び実効性に関する事項

① 監査役が、専属の監査役スタッフを置くことを求めた場合は、監査役付監査役スタッフを配置する。
② 監査役付監査役スタッフは、監査役の指示に従いその職務を行う。なお、他部署を兼任する監査役スタッフの場
合にも、監査役職務の補助業務を優先する。

③ 前項の監査役スタッフの独立性を確保するため、当該監査役スタッフの任免、異動、人事評価等人事に係る事項
に関しては、常勤監査役の同意を必要とする。

（運用状況の概要）
監査役スタッフに関しましては、専属者の配置はありませんが、特定のコーポレートガバナンス部員が監査役か
らの直接の指示に基づき、監査役職務の補助業務を行っております。

Ⅶ 監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
① TELグループ各社の取締役等、監査役及び従業員は、法令に違反する事実及びTELグループに重大な影響を及ぼ
す事項を発見したときは、当社監査役に対して速やかに報告しなければならない。また、報告者に対して不利益
のないことを確保する。

② TELグループの内部通報制度の担当部署は、内部通報の状況について、定期的に当社監査役に対して報告する。
③ 各監査役は、重要会議への出席、重要な決裁書類の閲覧を行う他、必要に応じて、取締役等及び各部門に対し
て、報告を求めることができる。

④ 監査役会は、内部監査部門から内部監査結果についての報告を受けるものとする。

（運用状況の概要）
・TELグループ各社の取締役等、監査役及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者は、取締役会その他社内の
重要会議や定例報告会等を通じ、当社監査役へ報告を行う体制としております。

・コンプライアンス部は、TELグループの内部通報の状況について、取締役会及び監査役に対して、定期的に報告
を行っております。

・監査役は、取締役会のほか、コーポレートオフィサーズ・ミーティング、経営会議、倫理委員会、サステナビ
リティ委員会、リスクマネジメント委員会等の重要会議にも適宜出席するなど、内部統制の整備・運用状況を
確認しております。

・監査センターは、内部監査結果等について、当社監査役及び国内グループ会社監査役に対しても報告しており
ます。
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Ⅷ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1. 監査役会の構成に関する方針
監査の妥当性を客観的に確保する観点から、（独立）社外監査役の招聘に取り組むとともに、常勤監査役を置く。

2. 会計監査人・内部監査部門との連携
監査役会は、内部統制を有効に構築する目的で、会計監査人及び内部監査部門との情報共有を行う。

3. 代表取締役等との意見交換の場
内部統制を有効に構築する目的で、監査役と代表取締役との定期的意見交換の場を設けるものとする。

4. 外部専門家の起用
① 監査役会は、監査の実施にあたり独自の意見形成を行うため、必要に応じて、会社の費用で法律・会計等の専
門家を活用することができる。

② 監査役がその職務の執行について生ずる費用等を請求したときは、当該監査役の職務の執行に必要でない場合
を除き、当社はこれを負担する。

（運用状況の概要）
・監査役は、会計監査人及び国内グループ会社監査役と適宜会合をもち、情報交換及び連携を行っております。
・当社監査役及び国内グループ会社監査役は監査センターから定期的に報告を受けております。
・監査役は、代表取締役と定期的に会合をもち、情報交換や意見交換を行っております。
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＜連結計算書類＞

連結株主資本等変動計算書 第63期（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 54,961 78,011 1,783,881 △277,658 1,639,195

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △271,618 △271,618

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 574,454 574,454

自 己 株 式 の 取 得 △150,010 △150,010

自 己 株 式 の 処 分 △3,346 7,007 3,661

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 299,489 △143,002 156,487

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 54,961 78,011 2,083,371 △420,660 1,795,683

その他の包括利益累計額
新株
予約権

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 129,574 37 60,801 10,319 200,733 15,280 1,855,209

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △271,618

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 574,454

自 己 株 式 の 取 得 △150,010

自 己 株 式 の 処 分 3,661

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 18,387 △54 25,744 5,804 49,881 8,417 58,299

連結会計年度中の変動額合計 18,387 △54 25,744 5,804 49,881 8,417 214,786

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 147,962 △17 86,546 16,123 250,614 23,697 2,069,996

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 25 社

主要な連結子会社の名称
東京エレクトロン テクノロジーソリューションズ㈱
東京エレクトロン九州㈱
東京エレクトロン宮城㈱
東京エレクトロンＦＥ㈱
Tokyo Electron America, Inc.
Tokyo Electron Europe Ltd.
Tokyo Electron Korea Ltd.
Tokyo Electron Taiwan Ltd.
Tokyo Electron (Shanghai) Ltd.
Tokyo Electron Singapore Pte. Ltd.

（2）主要な非連結子会社の名称
なし

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社数

なし

（2）持分法適用の関連会社数 1 社
持分法適用の関連会社の名称
東京エレクトロン デバイス㈱

（3）持分法を適用しない主要な関連会社の名称
Temnest Inc.
（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな
いため持分法の適用範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Tokyo Electron（Shanghai）Ltd. 他2社の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

満期保有目的の債券
主として償却原価法を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法を採用しております。（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算
定しております。）

市場価格のない株式等
総平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産
主として個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

③ デリバティブ
時価法を採用しております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。
在外連結子会社は、主として定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 2〜60年
機械装置及び運搬具 2〜17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。ま
た、在外連結子会社は、主に個別の債権について回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上しております。

③ 製品保証引当金
製品の保証期間中のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過去の支出実績に基づき将来の支出
見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び国内連結子会社の、確定給付型退職給付制度に係る会計処理の方法は、次のとおりであります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準を採用しております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（4年）による
定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（4年）に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
① 主要な事業における主な履行義務の内容

当社グループは、エレクトロニクス技術を利用した半導体製造装置の開発・製造・販売、並びに、納入済み装
置に対する保守用部品、サービス及び装置改造の提供、並びに中古装置の販売といったフィールドソリューシ
ョンサービスの提供を主な事業の内容としております。これら装置の販売における、装置の引渡及び装置の設
置に関連する役務の提供、保守用部品の販売、改造・保守サービス等の提供を主な履行義務として識別してお
ります。

② 履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
半導体製造装置の販売における、装置の引渡及び装置の設置に関連する役務の提供については、主として、顧
客に装置が引き渡された時点、及び装置の設置に関連する役務の提供が完了した時点で収益を認識しておりま
す。
保守用部品の販売については、顧客に保守用部品が引き渡された時点で収益を認識しております。
改造については、主として、改造作業が完了した時点で収益を認識しております。
保守サービスについては、主として、顧客との契約期間にわたって収益を認識しております。
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（6）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、当社は、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等につい
ては、振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 デリバティブ取引（先物為替予約、通貨オプション）
ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
重要な外貨建取引は、取引成約時（予定取引を含む）に成約高の範囲内で先物為替予約等を利用することによ
り、為替変動リスクをヘッジすることとしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変
動の累計を比率分析しております。なお、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、相場変
動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定できる場合は、有効性の判定を省略しております。

（7）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却しております。

（8）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記
1. 棚卸資産の評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 713,117百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
棚卸資産は、原則として、取得原価をもって連結貸借対照表価額とし、連結会計年度末における正味売却価額が
取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額としております。
また、一定の保有期間を超える棚卸資産については、用途及び販売可能性による分類を行った上で、当該分類ご
とに保有期間に応じて規則的に帳簿価額を切り下げる方法を採用しております。
処分見込の棚卸資産については、帳簿価額を処分見込価額まで切り下げております。
これらは、将来の需要予測及び市場状況に基づいて決定しておりますが、当社グループが参画している半導体業
界は、短期的に需給バランスが崩れ市場規模が変動することがあり、半導体市場の予期せぬ急激な縮小が生じた
場合には、翌連結会計年度の連結計算書類において、棚卸資産の帳簿価額の切り下げが追加で必要となる可能性
があります。

2. 製品保証引当金
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 40,527百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
製品の保証期間中のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過去の支出実績に基づき将来の支出見
込額を計上しております。
当社グループの製品は、多くの最先端技術が統合された製品であり、予期せぬ不具合品が発生した場合は、翌連
結会計年度の連結計算書類において、追加のアフターサービス費用の計上が必要になる可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 460,321百万円

― 15 ―

2026年05月20日 16時40分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 471,632 ― ― 471,632

合計 471,632 ― ― 471,632

自己株式

普通株式 13,522 3,620 359 16,783

合計 13,522 3,620 359 16,783
（注）1. 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式の株式数には、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託及び株式付与ESOP

（Employee Stock Ownership Plan）信託が保有する自社の株式がそれぞれ1,383千株、1,308千株含まれております。
2. 自己株式の株式数の増加3,620千株は、市場買付けによる増加3,620千株、単元未満株式の買取り0千株によるものであります。
3. 自己株式の株式数の減少359千株は、新株予約権の行使285千株、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託による自社の株式の交付

74千株によるものであります。

2. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年5月９日
取締役会 普通株式 150,254 327 2025年3月31日 2025年5月28日

2025年10月31日
取締役会 普通株式 121,363 264 2025年9月30日 2025年11月28日

合計 271,618
（注）1. 2025年5月9日取締役会の決議による「配当金の総額」には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する自社の株式に対す

る配当金452百万円が含まれております。
2. 2025年10月31日取締役会の決議による「配当金の総額」には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する自社の株式に対

する配当金345百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2026年5月12日
取締役会 普通株式 166,041 利益剰余金 364 2026年3月31日 2026年6月2日

（注）「配当金の総額」には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する自社の株式に対する配当金476百万円が含まれております。
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3. 新株予約権等に関する事項
当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

新株予約権の内訳 新株予約権の目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる
株式の数（千株）

第8回新株予約権 普通株式 0

第10回新株予約権 普通株式 1

第11回新株予約権 普通株式 21

第12回新株予約権 普通株式 33

第13回新株予約権 普通株式 27

第14回新株予約権 普通株式 61

第15回新株予約権 普通株式 183

第16回新株予約権 普通株式 94

第17回新株予約権 普通株式 48

第18回新株予約権 普通株式 52

合計 523
（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。
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金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金並びに安全性の高い金融商品に限定しております。デリバテ
ィブは、将来の為替変動リスクの回避を目的として、実需の範囲内で行うこととし、投機的な取引は行わない方
針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、当社の社内規程である「信用限度規程」
に従い、取引先ごとの与信枠の管理を行うとともに、債権期日管理及び残高管理を行っております。また、主な
取引先の信用状況を定期的に把握しております。
有価証券については、信用リスクを軽減するため、一定以上の格付をもつ発行体のもののみを対象としており、
発行体の格付や時価を定期的に把握しております。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクがある上場株式について、時価等の状況を定期的に把握しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが1年以内の支払期日であります。
通常の営業活動及び財務活動に伴う外貨建取引に係る為替変動リスクについては、先物為替予約等を利用するこ
とにより、為替変動リスクをヘッジしております。ヘッジ会計を適用する場合におけるヘッジ手段とヘッジ対象、
ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載した「重要なヘッ
ジ会計の方法」のとおりであります。
デリバティブ取引の執行・管理については、当社の社内規程である「金融市場リスク管理規程」等に基づき実施
しており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するため格付の高い金融機関とのみ取引
を行っております。
営業債務に係る流動性リスクについては、資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2026年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等は、「その他有価証券」には含めておりません。また、「現金」については、現金であ
ること、及び「預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「有価証券」のうち譲渡性預金及びコマーシャル・ペー
パー、「支払手形及び買掛金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか
ら、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 20,042 20,039 △3

その他有価証券 220,482 220,482 ―

資産計 240,525 240,522 △3

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないもの 153 153 ―

ヘッジ会計が適用されているもの ― ― ―

デリバティブ取引計（※） 153 153 ―
（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しており

ます。

― 18 ―

2026年05月20日 16時40分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類し
ております。
レベル1の時価 ：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価 ：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価
レベル3の時価 ：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ
ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 220,482 ― ― 220,482

デリバティブ取引

通貨関連 ― 153 ― 153

資産計 220,482 153 ― 220,636

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 ― 19,997 ― 19,997

その他 ― 42 ― 42

資産計 ― 20,039 ― 20,039
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券
上場株式及び債券は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル1の時価に分
類しております。一方で、当社が保有している債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、
その時価をレベル2の時価に分類しております。

デリバティブ取引
為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類し
ております。
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収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

地理的区分並びに製品及びサービスに分解した収益の情報は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

当連結会計年度
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

地理的区分

日本 239,427

北米 166,446

欧州 67,407

韓国 543,858

台湾 499,853

中国 832,555

その他 93,985

外部顧客への売上高 2,443,533

製品及びサービス

新規装置（注）1 1,817,250

フィールドソリューション他（注）1 626,282

外部顧客への売上高 2,443,533
（注）1. 新規装置には、新規装置の販売及び装置の設置に関連する役務の提供作業、フィールドソリューション他には納入済み装置に対する保

守用部品、サービス及び装置改造の提供、並びに中古装置の販売等が含まれております。
2. 当連結会計年度の連結損益計算書に計上している売上高2,443,533百万円は、主に「顧客との契約から生じる収益」です。顧客との

契約から生じる収益以外の収益は、その金額に重要性がないため、「顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に含めて開示して
おります。なお、顧客との契約から生じる収益は、大部分が一時点で顧客に移転される財又はサービスから生じる収益であります。フ
ィールドソリューション他に含まれる保守サービス等は、一定の期間にわたり顧客に移転されるサービスから生じる収益であるため、
一定期間にわたり収益を認識しておりますが、その金額に重要性がないため、「顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に区分
して記載することを省略しております。

2. 収益を理解するための基礎となる情報
（1）履行義務に関する情報（履行義務の内容（企業が顧客に移転することを約束した財又はサービスの内容））

半導体製造装置事業において、装置の引渡と、装置を顧客の工場で設置し、顧客の仕様に合わせて装置の性能を
十分に発揮するための調整作業を提供しております。
また、納入済み装置に対する保守用部品、サービス及び装置改造の提供、並びに中古装置の販売といったフィー
ルドソリューションサービスを提供しております。
装置の販売は、装置の引渡と装置の設置に関連する役務の提供をそれぞれ別個の履行義務として識別しておりま
す。保守用部品の販売は、個々の保守用部品の引渡を履行義務として識別しております。改造は、改造に要する
部品等の提供及びそれらを用いた改造作業を含めて単一の履行義務として識別しております。その他、保守サー
ビスの提供等を主な履行義務として識別しております。
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（2）履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
装置の引渡は、主として、顧客に装置が引き渡された時点で、装置に対する法的所有権等が移転し、顧客が装置
に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されたと判断して、その時点で装置の引渡に係る収益を認識
しております。
装置の設置に関連する役務の提供は、主として、装置を顧客の工場に設置し、顧客の仕様に合わせて装置の性能
を十分に発揮するための調整作業が完了した時点で、履行義務が充足されたと判断して、その時点で装置の設置
に関連する役務の提供に係る収益を認識しております。
保守用部品は、顧客に保守用部品が引き渡された時点で、保守用部品に対する法的所有権等が移転し、顧客が保
守用部品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されたと判断して、その時点で保守用部品の引渡に
係る収益を認識しております。
改造は、主として、改造作業が完了した時点で、履行義務が充足されたと判断して、その時点で改造に係る収益
を認識しております。
保守サービスは、顧客との契約期間にわたり時の経過につれて履行義務が充足されるため、主として、顧客との
契約期間に従って、一定の期間にわたり収益を認識しております。

（3）支払条件
取引対価は、顧客との契約条件に従って支払いを受けております。履行義務を充足してから通常1年を超過して支
払いを受けることはないため、重要な金融要素は含まれておりません。なお、顧客との契約に従い、全ての履行
義務を充足する前に前受金を受領する場合があります。

（4）取引価格の算定方法
各顧客との取引開始時点で取引価格を決定しております。
同一顧客に対して一定量以上の装置等を販売する場合、顧客の購入数量等に応じて、特別価格での取引を行うこ
とがあります。これらの関連する取引において、将来の購入数量等によって取引全体の対価が変動するため、当
該特別価格を変動対価として見積り、変動対価の額に関する不確実性が事後的に解消される際に、解消される時
点までに認識された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り、取引価格に含めております。特別
価格での取引の提案の際に提示された、想定購入期間内における顧客の想定購入数量や想定される特別価格での
提供数量等を用いて、変動対価としての取引価格を見積っております。変動対価の見積りは、顧客との取引状況
に応じて、定期的に見直しをしております。

（5）取引価格の履行義務への配分額の算定方法
取引価格の履行義務への配分は、財又はサービスの顧客への移転と交換に権利を得ると見込む対価の額を描写す
るように行っております。財又はサービスの独立販売価格の比率に基づき、契約において識別したそれぞれの履
行義務に取引価格を配分しております。財又はサービスの独立販売価格を直接観察できない場合には、主として、
過去の実績発生額に基づいて計算した予想コストに利益相当額を加算するコスト・アプローチに基づいて独立販
売価格を見積っております。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度末
（2026年3月31日）

顧客との契約から生じた債権 514,536

契約資産 11,362

契約負債 270,491

契約資産は、主に、期末日時点で完了しているが、未請求となっている履行義務に係る対価に対する当社グルー
プの権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客
との契約から生じた債権に振り替えられます。
契約負債は、主に、全ての履行義務を充足する前に顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負
債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
過去の期間に充足した履行義務又は部分的に充足した履行義務から当連結会計年度に認識した収益には重要性が
ありません。
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1株当たり情報に関する注記
1. 1株当たり純資産額 4,498円85銭
2. 1株当たり当期純利益 1,254円57銭
（注）株主資本において自己株式として計上されている役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託に残存する自社の株式は、1株当たり純資産額の

算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、1株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算にお
いて控除する自己株式に含めております。1株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度1,308千
株であり、1株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度1,334千株であります。

重要な後発事象に関する注記
自己株式の消却
当社は、2026年3月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決議
し、次のとおり実施いたしました。

1. 消却した株式の種類 当社普通株式
2. 消却した株式の数 3,600,000株

（消却前の発行済株式の総数に対する割合 0.76％）
3. 消却実施日 2026年4月30日

その他の注記
訴訟損失引当金繰入額
当社台湾子会社において、機密情報に関する事案への関与により、国家安全法等の違反で起訴された件に関する損失
見込み額を計上しております。

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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＜計算書類＞

貸借対照表
（単位：百万円）

期別
科目

第62期
（2025年３月31日現在）

第63期
（2026年３月31日現在）

資産の部

流動資産 1,498,240 1,571,896

現金及び預金 339,682 377,869

受取手形 19 451

売掛金及び契約資産 484,783 513,133

有価証券 79,998 54,998

商品 196,833 190,589

貯蔵品 82 86

前渡金 641 537

前払費用 6,895 8,489

預け金 325,616 350,927

その他 63,694 74,821

貸倒引当金 △8 △8

固定資産 377,303 451,867

有形固定資産 57,290 68,907

建物 17,811 21,150

構築物 1,432 1,432

機械及び装置 5,775 5,334

車両運搬具 4 2

工具、器具及び備品 1,792 2,810

土地 27,263 35,341

リース資産 3 7

建設仮勘定 3,206 2,829

無形固定資産 26,079 27,017

特許権 1,145 977

ソフトウエア 20,426 17,111

ソフトウエア仮勘定 4,382 8,865

その他 126 62

投資その他の資産 293,933 355,941

投資有価証券 194,413 220,227

関係会社株式 87,724 119,036

関係会社長期貸付金 ー 500

破産更生債権等 442 384

長期前払費用 2,263 4,115

前払年金費用 6,117 7,403

その他 3,435 4,680

貸倒引当金 △462 △405

資産合計 1,875,544 2,023,763

期別
科目

第62期
（2025年３月31日現在）

第63期
（2026年３月31日現在）

負債の部

流動負債 659,039 713,044

買掛金 224,072 242,334

リース債務 2 3

未払金 71,647 86,596

未払費用 11,580 14,910

未払法人税等 71,844 85,499

前受金 248,670 252,771

預り金 12,762 19,335

賞与引当金 12,537 6,612

役員賞与引当金 2,175 532

株式給付引当金 529 349

役員株式給付引当金 76 60

その他 3,139 4,038

固定負債 28,230 36,088

リース債務 1 4

繰延税金負債 7,326 14,038

退職給付引当金 18,791 19,190

株式給付引当金 ー 173

役員株式給付引当金 19 53

資産除去債務 2,091 2,627

その他 0 0

負債合計 687,269 749,133

純資産の部

株主資本 1,043,850 1,102,984

資本金 54,961 54,961

資本剰余金 78,023 78,023

資本準備金 78,023 78,023

利益剰余金 1,188,524 1,390,659

利益準備金 5,660 5,660

その他利益剰余金 1,182,864 1,384,999

繰越利益剰余金 1,182,864 1,384,999

自己株式 △277,658 △420,660

評価・換算差額等 129,143 147,948

その他有価証券評価差額金 129,143 147,948

新株予約権 15,280 23,697

純資産合計 1,188,274 1,274,630

負債純資産合計 1,875,544 2,023,763

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書
（単位：百万円）

期別
科目

第62期

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

第63期

（2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

売上高 2,204,074 2,211,510

売上原価 1,538,989 1,577,436

売上総利益 665,084 634,073

販売費及び一般管理費 158,857 180,176

営業利益 506,227 453,897

営業外収益 49,942 50,547

受取配当金 42,881 41,329

受取利息 3,454 5,819

その他 3,606 3,398

営業外費用 5,930 1,379

為替差損 1,458 645

固定資産賃貸費用 383 383

移転価格税制調整金 3,564 ー

その他 525 349

経常利益 550,239 503,065

特別利益 4 114,713

投資有価証券売却益 ー 114,686

固定資産売却益 4 27

特別損失 787 492

固定資産除売却損 485 492

減損損失 302 ー

税引前当期純利益 549,456 617,287

法人税、住民税及び事業税 123,229 142,130

法人税等調整額 1,397 △1,943

法人税等合計 124,627 140,187

当期純利益 424,829 477,099

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 第63期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 事 業 年 度 期 首 残 高 54,961 78,023 5,660 1,182,864 1,188,524 △277,658 1,043,850

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △271,618 △271,618 △271,618

当 期 純 利 益 477,099 477,099 477,099

自 己 株 式 の 取 得 △150,010 △150,010

自 己 株 式 の 処 分 △3,346 △3,346 7,007 3,661

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 202,135 202,135 △143,002 59,133

当 事 業 年 度 末 残 高 54,961 78,023 5,660 1,384,999 1,390,659 △420,660 1,102,984

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金

当 事 業 年 度 期 首 残 高 129,143 15,280 1,188,274

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △271,618

当 期 純 利 益 477,099

自 己 株 式 の 取 得 △150,010

自 己 株 式 の 処 分 3,661

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 18,805 8,417 27,222

事業年度中の変動額合計 18,805 8,417 86,355

当 事 業 年 度 末 残 高 147,948 23,697 1,274,630

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項
1. 重要な資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

満期保有目的の債券
主として償却原価法を採用しております。

子会社株式及び関連会社株式
総平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法を採用しております。（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定
しております。）

市場価格のない株式等
総平均法による原価法を採用しております。

（2）棚卸資産
個別法（ただし、保守用部品については総平均法）による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を
採用しております。

（3）デリバティブ
時価法を採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 3〜50年
機械及び装置 2〜17年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しておりま
す。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度負担額を計上しております。
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（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上して
おります。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準を採用しております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（4年）による定額
法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（4年）による
定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（5）株式給付引当金
株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付等に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額
に基づき、計上しております。

（6）役員株式給付引当金
株式交付規程に基づく役員への当社株式の交付等に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に
基づき、計上しております。

4. 重要な収益及び費用の計上基準
（1）主要な事業における主な履行義務の内容

当社は、エレクトロニクス技術を利用した半導体製造装置の開発・販売、並びに、納入済み装置に対する保守用
部品、サービス及び装置改造の提供、並びに中古装置の販売といったフィールドソリューションサービスの提供
を主な事業の内容としております。これら装置の販売における、装置の引渡及び装置の設置に関連する役務の提
供、保守用部品の販売、改造・保守サービス等の提供を主な履行義務として識別しております。

（2）履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
半導体製造装置の販売における、装置の引渡及び装置の設置に関連する役務の提供については、主として、顧客
に装置が引き渡された時点、及び装置の設置に関連する役務の提供が完了した時点で収益を認識しております。
保守用部品の販売については、顧客に保守用部品が引き渡された時点で収益を認識しております。
改造については、主として、改造作業が完了した時点で収益を認識しております。
保守サービスについては、主として、顧客との契約期間にわたって収益を認識しております。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いは、連結計算書類
におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）ヘッジ会計の処理
繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当
処理を採用しております。

（3）グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用しております。
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会計上の見積りに関する注記
棚卸資産の評価

1. 当事業年度の計算書類に計上した金額 190,675百万円

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表 会計上の見積りに関する注記 1. 棚卸資産の評価（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積り
の内容に関する情報」に記載のとおりであります。

貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 53,462百万円

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 462,948百万円
長期金銭債権 500百万円
短期金銭債務 331,788百万円

3. 製品保証契約に係る責任及び費用は主に製造子会社が負担しているため、当該子会社において製品保証引当金を計
上しております。

4. 債務保証
当社の子会社であるTokyo Electron U.S. Holdings, Inc.の賃貸借契約に基づく賃料等に対し債務保証を行ってお
ります。当事業年度末の債務保証額は16,184百万円であります。
なお、外貨建債務保証は決算時の為替相場により円換算しております。

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 236,391百万円
仕入高 1,576,587百万円
営業取引以外の取引高 54,252百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

自己株式

普通株式 13,522 3,620 359 16,783

合計 13,522 3,620 359 16,783
（注）1. 当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式数には、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託及び株式付与ESOP（Employee

Stock Ownership Plan）信託が保有する自社の株式がそれぞれ1,383千株、1,308千株が含まれております。
2. 自己株式の株式数の増加3,620千株は、市場買付けによる増加3,620千株、単元未満株式の買取り0千株によるものであります。
3. 自己株式の株式数の減少359千株は、新株予約権の行使285千株、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託による自社の株式の交付

74千株によるものであります。
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税効果会計に関する注記
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
ソフトウエア 15,516百万円
商品評価損 7,715百万円
退職給付引当金 6,048百万円
未払事業税 5,484百万円
未払費用 4,545百万円
株式報酬費用 4,079百万円
関係会社株式評価損 2,547百万円
賞与引当金 1,878百万円
その他 11,218百万円

繰延税金資産小計 59,034百万円
評価性引当額 △2,128百万円
繰延税金資産合計 56,906百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △68,097百万円
前払年金費用 △2,333百万円
その他 △513百万円

繰延税金負債合計 △70,944百万円
繰延税金負債の純額 △14,038百万円

2. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関
する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに
関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金
又は
出資金

主要な事業の内容
議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関係内容
取引内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の

兼任等 営業上の関係

子会社
東京エレクトロン
テクノロジー
ソリューションズ㈱

山梨県
韮崎市

（百万円）
4,000

半導体製造装置の
製造・開発

（所有）
直接
100.0

あり 当社が販売する
一部商品の製造

商品の仕入等 425,236 買掛金 70,251

資金の回収 583 預け金 119,884

子会社 東京エレクトロン九州㈱ 熊本県
合志市

（百万円）
2,000

半導体製造装置の
製造・開発

（所有）
直接
100.0

あり 当社が販売する
一部商品の製造

商品の仕入等 457,139 買掛金 82,491

資金の回収 10,750 預け金 30,803

子会社 東京エレクトロン宮城㈱
宮城県
黒川郡
大和町

（百万円）
500

半導体製造装置の
製造・開発

（所有）
直接
100.0

あり 当社が販売する
一部商品の製造

商品の仕入等 543,631 買掛金 83,503

資金の預入 48,304 預け金 175,056

子会社 Tokyo Electron
U.S. Holdings, Inc.

米国
テキサス州
オースチン市

（米ドル）
10

米国現地法人の
持株会社

（所有）
直接
100.0

なし 一部米国現地
法人の管理業務

資金の回収 12,711 預け金 22,178

増資の引受 31,312 ― ―

子会社 Tokyo Electron
Europe Ltd.

英国
ウエスト

サセックス州
クローリー

（百万ユーロ）
17

半導体製造装置等の
販売・保守サービス

（所有）
直接
100.0

なし
当社より

一部商品の仕入
及び外部販売

商品の販売 38,466 売掛金及び
契約資産 20,463

（注）1. 取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格を勘案し、当社と当社子会社等との協議により決定しております。
2. 資金の預入に関する金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 収益認識に関する注記 2. 収益を理解するための基礎となる
情報」に記載のとおりであります。

1株当たり情報に関する注記
1. 1株当たり純資産額 2,750円21銭
2. 1株当たり当期純利益 1,041円96銭
（注）株主資本において自己株式として計上されている役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託に残存する自社の株式は、1株当たり純資産額の

算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、1株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算にお
いて控除する自己株式に含めております。1株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当事業年度1,308千株で
あり、1株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当事業年度1,334千株であります。

重要な後発事象に関する注記
自己株式の消却
当社は、2026年3月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを決
議し、次のとおり実施いたしました。

1. 消却した株式の種類 当社普通株式
2. 消却した株式の数 3,600,000株

（消却前の発行済株式の総数に対する割合 0.76％）
3. 消却実施日 2026年4月30日

連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制適用会社であります。

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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＜監査報告書＞

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月８日

東京エレクトロン株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 神 塚 勲
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 錦 織 倫 生
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 新 垣 康 平

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東京エレクトロン株式会社の2025年４月１日から2026

年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

東京エレクトロン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従っ
て、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、
また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合
は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督
及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月８日

東京エレクトロン株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 神 塚 勲
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 錦 織 倫 生
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 新 垣 康 平

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東京エレクトロン株式会社の2025年４月１日から

2026年３月31日までの第63期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第63期事業年度における取締役の職務の執行に関

して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け

るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役等、
内部監査部門その他の関係部署等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等及び内部統制部門等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等及び監査役との情報交換を
図り、必要に応じて子会社から、事業の報告を受けました。

② 内部統制システムに関する取締役会決議の内容並びにその構築・運用の状況について、取締役等及び内部
統制部門から報告を受け、必要に応じて説明を求め、適宜意見を述べました。なお、財務報告に係る内部
統制については、この他、有限責任あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議（財務報告に係る内部統制を含む。）の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。
なお、事業報告に記載のとおり、当社子会社の元従業員に加え、当社子会社自体もお客さまの機密情報に
関する事案で現地検察当局に起訴されるに至りました。監査役会は、当社グループが本件を極めて厳粛に
受け止め、情報管理体制及びコンプライアンス体制の一層の強化に取り組んでいることを確認しており、
今後も取り組み状況を注視してまいります。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月11日

東京エレクトロン株式会社 監査役会
常勤監査役 七 澤 豊 ㊞
常勤監査役 松 浦 次 彦 ㊞
監 査 役 三 浦 亮 太 ㊞
監 査 役 遠 藤 寛 ㊞
監 査 役 牧 野 あや子 ㊞

（注） 監査役 三浦亮太、監査役 遠藤寛及び監査役 牧野あや子は会社法第２条第16号及び第335条第３項に定
める社外監査役であります。

以 上
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＜ご参考＞

連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

期別
科目

第62期

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

第63期

（2025
2026

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
税金等調整前当期純利益 706,114 748,180
減価償却費 62,148 80,982
のれん償却額 117 363
賞与引当金の増減額（△は減少） 11,784 △17,769
製品保証引当金の増減額（△は減少） 6,869 △61
受取利息及び受取配当金 △3,580 △3,448
投資有価証券売却損益（△は益） △1,046 △115,494
売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △97,519 △29,900
棚卸資産の増減額（△は増加） 8,485 47,957
仕入債務の増減額（△は減少） 19,512 14,351
未収消費税等の増減額（△は増加） 2,675 △7,594
未払消費税等の増減額（△は減少） 27,100 △26,066
前受金の増減額（△は減少） △32,512 11,426
その他 10,365 11,105
小計 720,516 714,029
利息及び配当金の受取額 4,472 4,075
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △142,814 △178,372
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 582,174 539,732

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
定期預金の預入による支出 △767 △809
定期預金の払戻による収入 756 800
短期投資の取得による支出 △30,000 △10,000
短期投資の償還による収入 30,167 20,000
有形固定資産の取得による支出 △158,374 △208,984
無形固定資産の取得による支出 △9,665 △10,457
投資有価証券の売却による収入 1,712 117,387
その他 △3,438 △4,429
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △169,609 △96,492

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
自己株式の取得による支出 △150,008 △150,010
配当金の支払額 △236,276 △271,618
その他 △2,551 △3,730
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △388,836 △425,359

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 △264 2,461
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 （△ は 減 少） 23,463 20,342
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 461,608 485,072
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 485,072 505,414

「現金及び現金同等物の期末残高」並びに短期投資等 合計額（注2） 496,238 506,250

（注）1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 現金及び現金同等物に含まれていない満期日又は償還日までの期間が３ヶ月を超える定期預金及び短期投資を加えた残高を示してお

ります。
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